
No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

1
④省エネ家電等への
買い換え促進による
生活者支援

カーボンニュートラル促進事業
(省エネ家電製品購入費補助金)

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた生活者に対し、省エネ機器の購入を支援するとともに、、家庭におけるCO2排出量の削減を図
り、「ゼロカーボンシティ大村」の実現に向けた取組を推進する。
②エアコン・冷蔵庫・テレビ：購入金額の１/５(上限20,000円)
　LED：購入金額の１/２(上限5,000円)
③エアコン・冷蔵庫・テレビ：20,000円×1,500件＝30,000,000円
　LED：5,000円×1,000件＝5,000,000円
　事務費2,300千円（需用費1,377千円、役務費923千円）
④省エネ基準を満たした対象製品(エアコン・冷蔵庫・テレビ・LED)を市内店舗で購入した市民
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2

⑤医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する物
価高騰対策支援

入院施設物価高騰対策事業

①原油価格及び物価が高騰する中、燃料費や食材費などに大きな影響を受けている市内の入院病床を有する医療機関の経済的負担を軽減するため、
安定的かつ質の高いサービス等の提供ができるよう支援する。
②県の基準である施設の光熱費高騰分9,000円×病床数
県の基準である施設の食材料費高騰分2,500円×病床数
事務費62千円
③9,000円×212床（大村市民病院の病床数）＝1,908,000円 
2,500円×212床（大村市民病院の病床数)＝530,000円
事務費62千円（需用費60千円、役務費2千円）
④大村市民病院（大村市民病院については、R6は県からの給付対象外だったため。）
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3

⑤医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する物
価高騰対策支援

介護サービス事業所等物価高騰対策
事業

①物価高騰の影響を受けている市内の介護サービス事業所等の中で、長崎県の支援の対象外となっている有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向
け住宅の負担の軽減を図り、安定的かつ継続的なサービスの提供を支援する。
②長崎県が算出した入所系の施設に係る光熱費及び食材料費の影響額の25%分
③【支援金】6,500円（長崎県が設定した入所系の施設に係る定員１人当たりの給付額）×780名（定員）=5,070,000円
事務費130千円（需用費120千円、役務費10千円）
④市内の有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅
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⑤医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する物
価高騰対策支援

障害福祉サービス事業所等物価高騰
対策事業

①原油価格、物価高騰の影響を受けている障害福祉事業所等の負担を軽減し、安定的かつ継続的なサービスの提供を支援する。
②光熱水費、食材費及びその他市長が必要と認める経費
③移動支援：15千円×11施設＝165
　日中一時支援：35千円×20施設＝700千円
　地域生活支援センター：35千円×2施設＝70千円
　事務費65千円（需用費35千円、役務費30千円）
④移動支援事業所（11施設）、日中一時支援事業所（20施設）、地域活動支援センター（2施設）
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②エネルギー・食料
品価格等の物価高
騰に伴う子育て世帯
支援

私立保育所等給食費補助金

①0～5歳児の給食費の補助を行い、エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた子育て世帯の負担を軽減する。（教職員の給食費は含まな
い。）
②給食費の24.9％分(給食費の上限7,500円)
③5,700円✕24.9％✕42,987人（年間入所児童数・見込）＝61,011,449円
④認可保育園　認定こども園　地域型保育事業所の計49施設に通う園児の保護者
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②エネルギー・食料
品価格等の物価高
騰に伴う子育て世帯
支援

学校給食食材費高騰対策事業

①物価高騰による食材費の増額分について、エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた保護者負担を軽減する。（教職員の給食費は含まな
い。）
②実際の給食提供にかかる食材費相当額（日額【小学校】319円【中学校】382円）から現在の保護者負担額（日額【小学校】225円【中学校】280円）を引い
た差額。
③【小学校】　94円（差額）×6,372人×197日＝117,996,696円【中学校】102円（差額）×3,123人×195日＝  62,116,470円　　　合計　180,113,166円
④市立小、中学校に通う生徒の保護者
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7
③消費下支え等を通
じた生活者支援

地域通貨推進事業

①物価高騰対策として消費の下支え等を通じた生活者支援及び地域通貨の利活用促進を絡めた市内小売り業者の売上向上を図るため、「ゆでぴ」での
決済額に対し一定割合のボーナスポイントを付与する。併せて域内加盟店換金手数料無料キャンペーンを実施する。
②「ゆでぴ」決済額に対し20%のボーナスポイント付与(一人最大2,000ポイント) ※新規ユーザーにはキャンペーン終了後20％のポイントを上乗せ
③10,000円×20％×20,000人＝40,000千円、10,000円×20％×2,000人＝4,000千円、事務費等1,980千円
④「ゆでぴ」で決済を行った者・ゆでぴ域内加盟店
Cその他34,890千円は県補助金（ながさき消費拡大・地元企業応援事業費補助金）
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令和７年度　第１回　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画


